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※1この数■は、平成14年に文節科学雪が行った■暮において、攣級担任を含む複勤の教員により判断された回答に暮づくものであり、  

医緬の鯵断によるものでない。  
※2 LD（Learning Disabilities）：筆書簿書  

ADHD（Attention－Deficit／Hyperactivity Disorder）：注意欠輪／多軸性膚書  

※3 平成18年5月1日現在の数鐘  （※1及び※3を除く数値は平成19年5月1日現在）   



「特別支援教育の推進について」の発出  
（平成19年4月1日付け初中局長通知）  

改正学校教育法の施行に当たり、学校現場で  
行うべき特別支援教育の趣旨、校長の責務、 体  

制整備、留意事項などをまとめて通知したもの。   

●  

はじめて特別支援教育に関係する方にも、基  
本事項をわかりやすく伝えるものとなっている。  

教育関係者のみならず、  
全ての関係者にご一読  

いただきたい。  

●  
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○学校における支援体制の整備状況（18年度）   

行政、学校現場の一体となった取組により、年々支援体制の整備が進んでいる。  

小・中学校平均  
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文部科学省 平成18年度幼稚園、小学校、中学校、高等学校等に  
おけるLD、ADHD、高機能自閉症等のある幼児児童生徒への教育  
支援体制整備状況調査より（調査基準日：平成18年9月1日）   



幼稚園、小学校、中学校、高等学校別の状況（平成18年度）  

●幼稚園・高等学校の体制整備を一層推進する必要がある。  

●小・中学校の校内体制は整備されつつあるが、支援計画等の作成状況から、  
一人一人に応じたきめ細やかな支援を一層推進する必要がある。  

●教員研修を一層推進する必要がある。  
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発達障害支援・特別支援教育の充実（平成20年度予算案の概要）  

事業予算の合計：3，4億円→8億円（2．4倍）  
●発達障害等支援・特別支援  

教育総合推進事業（新規）  

・47都道府県に対し、100％国の予算で実施  

一教員研修の充実（幼～高の教員研修の拡充とともに．  

幼一小■中■高校  
教員の増員   

小中学校の発達障害のある児童生   

徒に対する通級による指導の充実  

171人の増長  校長や支援長の研修を新設）  

医師等の専門家による巡回相談の充実  

延べ1万1，000校分（19年度比2倍）  
・学生支援鼻（教員養成大学）の派遣 延べ3，300人分  
・幼児期から就労まで一貫した支援を行うrグランドモデ  

ル地域」を新規指定  

・地域における理解■啓発経費を新たに計上  

・特別支援学校の小中学校支援（センター的機能）のための  

旅費を新たに計上  

1．9億円→5億円（2．6倍）  
育支援長  

持別支援教育コー  
ディネーター  ●発達障事故育情報センターの新設  

独）国立特別支援教育総合研究所に新設  助言・援助の旅費  
特別支援学  
校教員の助  
言・援助  

r巨「  

教材等の情報をWEBで提供  
教員研修用講義をWEBで配信  

別支援学校  発達障害支援様器の研究  

＿t涌†  

●特別支援学校等の指導充実事業（拡充）  
（センター  

pT，OT，ST等の外部専門家活用など1億円  

3，300万円  
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（1）発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業（新規）  
平成20年度予算蝮（案）503，052千円  

発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため、各種教員研修、外部専門家の巡回・派遣、厚労省との連携による  
一貫した支援を行うモデル地域の指定などを実施することにより、学校（幼小中高持）の特別支援教育を総合的に推進する。  
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＜背景＞  

（2）発達障害教育情報センター（新規）  
平成20年度予算額（案） 32，552千円  
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（平成19年度予算額  50，807千円）  
平成20年度予算額（案）  122，964千円  

【課題】 な支援体制を構築する必要がある0  
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平成19年度早期総合支援モデル地域  

（全17地域：35自治体（1府5県26市3町）  

3  栃木県   大田原市   12  島根県   島根県（松江市）   

4  群馬県   前橋市   13  岡山県   笠岡市   

5  山梨県   山梨県（山梨市、笛吹   14  山口県   山口県（宇部市、萩  
市、甲州市）  市）   

6  長野県   長野県（塩尻市）   15  徳島県   徳島市   

7  滋賀県   日野町   16  福岡県   久留米市   

8  京都府   福知山市   17  福岡県   前原市   

9  大阪府   大阪府（豊能町、池田市、豊  
中市、高槻市、八尾市、富田   （注1）指定地域は上記17地域。地域に府  

林市、大阪狭山市、泉大津   県名が記入されているところは、府県と括弧  

市、泉南市）   内の市町が連携した事業内容となっている。   
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（4）高等学校における発達障害支援モデル事業 
）  

案）  
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平成19年度 SNEモデル校（高校モデル校）  

恥．  都道府県   設置者   モデル校名   

口  北海道   公立   北海道名寄農業高等学校   

2  埼玉県   国立   筑波大学附属坂戸高等学校   

3  東京都   公立   東京都立世田谷泉高等学校   

4  東京都   国立   東京学芸大学附属高等学校   

5  静岡県   公立   静岡県立浜松大平台高等学校   

6  滋賀県   公立   滋賀県立日野高等学校   

7  京都府   公立   京都府立朱雀高等学校   

8  大阪府   公立   大阪府立枚方なぎさ高等学校   

9  大阪府   公立   大阪府立佐野工科高等学校   

10  和歌山県  公立   和歌山県立和歌山東高等学校   

皿  福岡県   公立   福岡県立東鷹高等学校   

12  福岡県   私立   西日本短期大学附属高等学校   

13  長崎県   公立   長崎県立鹿町工業高等学校   

14  熊本県   公立   長崎県立鹿町工業高等学校   

（全14校）  14   



育条件の整備  

平成20年度 子どもと向き合う時間の拡充  

【A教職員定数の改善：1，195人（うち純増1，000人）】  

．本年6月の学校教育法改正による主幹教諭の配置を支援し、責任ある学校運営体制を確立  

・発達障害のある子どもへの指導や食の指導を充実  

①主幹教諭の配置  1，000人  
醐 171人  
（卦食育の充実（栄養教諭の配置） 24人  

20年虚実1，195人  
うち純増1，00¢人23億円  

※ 行革推進法の範囲内での改善  

【B外部人材の活用：非常勤講師丁，000人】  

．退職教員や社会人等を活用したわかりやすい授業を推進   

一担任等だけでは対応できない子どもの悩み・トラJすルをサポート  

＜活用方策＞  

（D習熟度別・少人数指導の充実   

②小学校高学年での専科教育の充実   

③小1問題・不登校等への対応   
脚的機能の真裏   

⑤社会人の活用  など  

20年度案 7．000人 29億円  

【c学校支援地域本部：1，800カ所（全市町村対象）】  
・地域の人々が学校運営を支援する「学校支援地域本部」の設置を支援し、地域全体で子どもたちを育む環境   

を整備する  

＜活動例＞部活動指導  
学校環境整備  
登下校の安全指導など  

20年度案  

1．800カ所（全市町村対象）50億円  

【その他学校現場の負担軽減】  

＜文部科学省において取組を進める事項＞  

・国等が行う調査、照会事務等に関する事務負担の軽減  
・調査研究（モデル校）事業の在り方の見直し  

一今後の課題と改善の方向（生徒指導や会議・打ち合わせ等）  
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（平成19年12月7日「学校現場の負担軽減プロジェクトチーム」（中間まとめ）より）  



（6）その他の予算事項  
（平成19年度予算籠 10，769千円）  

【国として】特別支援学校教員の専門性を向上させるため、各都道府県における指導者を養成  

1．指導者養成講習会 大学に委託  

（内容）特別支援学校教員を対象とした専門性の向上を図る研修  

こ応じた教育 ・関係機関との連携  暮各障  

に応じた教育 り恒中学校等への支 ■発達障嘗に応じた教育  ・重複  

く内容）教育委員会を対象とした講義、研究協議等  

・教員功専門性の向上を図るための教育委員会における取組、  

ヤ学韓国中連携を図った校内研修などの学校の取組、  

・学校運営上のエ夫など  

につしこi七こ講義、集践事例の紹介、成果や課題の検証、研究協議等を行う。  

全国の特別支援学校教員の専門性を向上  16   



特別支援学校等の指導充実事業  
（平成19年度予算額  72，085千円） 平成20年度予算額（案）100，086千円  

特別支援学校等における障害の重度・重複化、多様化などの喫緊の課題に対応し、自立と社会参  
加に向けた指導の改善を図るための施策を総合的に行う。  

○特別支援教育研究協力校  

・特別支援学校や小・中学校等の特別支援教育に関する教育課程の編成又は学習指導の方法等について実践研究を行う。  

○障害の特性に対応した効果的な指導内容・方法に関する研究 ○小ヰ学校等において、発達障害を含めた障害のある児童生  

徒等への指導に関する研究  

○共生社会を目指した障害者理解の推進に関する研究  
○障害の重度■重複化、多様化に対応した教育に関する研究  

OPT、OT、ST等の外部専門家を活用した指導方法等の改善に関する実践研究事業  

○職業自立を推進するための実践研究事業  
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特別支援教育支援員配置状況  
人  

25000  

20000  

15000  

10000  

5000   

平成17年度 平成18年度 平成19年度  
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○今後の課題への対応  

（1）障害者の権利に関する条約  

① 経緯  
・平成18年12月 国連総会において採択  
・平成19年9月28日 署名  

② 教育等（第24条）   

包容する教育制度（inclusi＞e education system）の  
解釈  

③ これからの見通し   

批准に向けて各国の制度を含む内外の情勢も踏まえ  
検討  
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（2）発達障害の早期からの総合的支援  

システムに関する研究  

●「発達障害者支援法」に明記された早期発見・早期支   
援に関する国の責務の一端を果たすため、（独）国立   
特別支援教育総合研究所の渥美総括主任研究員を中心   

とするプロジ工クト研究グループに研究をお願いして   

いる。  

●研究には、教育関係者、医師、保健師、福祉関係者、   
保護者団体の代表など様々な協力者が参画  

●文部科学省、厚生労働省の担当官も協力  

●平成18，19年度の研究期間  
●年度末にも「発達障害支援グランドデザイン」  

を作成する予定  
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ご静聴ありがとうございました。  
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